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本事業の背景・目的は以下の通り

調査概要

本事業の背景と目的

• VPP技術の高度化や再生可能エネルギーの普及、災害時レジリエンスの重要性の高まり等を受け、分散型エ

ネルギーリソースが持つ潜在力を活用したアグリゲーション事業、配電事業、地域マイクログリッド事業等の更な

る発展が期待されている

• こういったエネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス（以下、「ＥＲＡＢ」という。）やそれらに取り組む事

業者（アグリゲーター等）の活性化・発展に向け、政府としては技術面に関する事項を検証するため、平成

２８年度から令和２年度にかけて「需要家側エネルギーリソースを活用したバーチャルパワープラント構築実証

事業」が実施されてきており、令和３年度からは「蓄電池等の分散型エネルギーリソースを活用した次世代技

術構築実証事業」が開始された

• 並行して、制度面に関する事項を整理するため、エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス検討会（以下、

「ＥＲＡＢ検討会」という。）において、ＥＲＡＢに関する取引ルールやサイバーセキュリティ対策等を官民で

検討し、ガイドライン等が整備されてきた

• 加えて、令和２年６月の通常国会において電気事業法が改正され、アグリゲーター（特定卸供給事業者）

や配電事業者が電気事業法上に位置付けられることとなり、各電力市場等において分散型エネルギーリソー

スが参入できる環境整備も平行して進められてきた

• また、大規模蓄電池を活用した蓄電事業や再エネの有効活用に向けたローカルフレキシビリティ等、分散型エ

ネルギーリソースを活用した新たな事業形態も現れている

背景

• ERABの更なる普及拡大に向けて、各市場・事業環境・制度等における課題等を整理し、関連する審議会

等への意見具申に繋げる
目的
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実施した調査項目は以下のとおり

調査概要

調査項目 実施概要

（１）

分散型エネルギーリソースの更な

る活用に向けた制度面等におけ

る課題の検討

• アグリゲーション事業、配電事業、地域マイクログリッド事業等において分散型エネルギーリソースの潜在力を最大限

発揮するための市場・事業環境等の整備が引き続き不可欠。令和４年４月からアグリゲーター（特定卸供給事

業）や配電事業が電気事業法上に位置付けられることも踏まえ、関連する審議会等に対し意見具申を進めてい

くため、ＥＲＡＢ検討会での議論等を通じて各市場・制度に関する課題を整理

• 個々の分散型エネルギーリソースの普及拡大に向け、系統用蓄電池や電力系統の混雑緩和（ローカルフレキシビリ

ティ等）といった新たな事業形態も含めて、制度上の課題を検討・整理

（２）

分散型エネルギーリソースが活用

されている海外市場動向調査

• 国内における分散型エネルギーリソースに関する制度議論の検討の参考とするため、（１）の検討に参考になり

得る、諸外国における電力取引市場の要件、事業者に求めるサイバーセキュリティ対策、取引ルール、ビジネスモデ

ル等について調査

（３）

検討会及びワーキンググループの

開催

• 調査と並行して、「次世代の分散型電力システムに関する検討会」を開催

• 検討会の運営においては、①委員及び出席者等の日程調整、出欠確認、開催案内、謝金支払い等の運営事

務、② 資料作成（上記（１）及び（２）に基づき作成し、新エネルギーシステム課が取りまとめた内容を資料

化する際の補助）、③議事録・議事要旨の作成を実施

調査項目と実施概要
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海外では活用できるDERを増やすため、需給調整市場での低圧の活用も進められている。

一方で、日本では認められていない。

低圧リソースの市場での活用｜諸外国における低圧リソースの活用事例

◼海外では活用できるリソースを拡大する目的で、低圧需要家のDERリソースを積極的に活用している

◼日本では、容量市場等での低圧リソースの活用は進んでいるものの、需給調整市場での参加は認められていない

仏国
電化設備として普及率が高いこともあり、電気ラジエーター暖房等が高速のアンシラ

リーサービス用途に活用されている

蘭国
普及が進みつつあり、即応性が高いことから、EVを高速のアンシラリーサービス用途

への活用を実証している

米国CAISO
ISOのフレキシビリティ調達において、低圧の割合が目標として設定されて調達され

ている※

米国PJM 日本の二次調整力に相当するRegulationで、電気温水器が活用されている

諸外国での低圧需要家のリソース活用例

※低圧の割合目標が設定されたのは2019年まで
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送電系統運用者RTEは2020年3月、デマンドレスポンス事業者のVoltalis社を家庭用需要家

のエネルギーリソースを活用して一次調整力を提供する国内初のアグリゲーターとして認定

低圧リソースの市場での活用｜諸外国における低圧リソースの活用事例｜仏国

◼Voltalis社はRTEに認定された1万か所以上の家庭用電気暖房を制御している

◼需給調整市場における一次調整力商品の応答（所定出力到達時間）は30秒以内であるのに対し、同社は4秒

未満でのDR制御や2秒ごとのデータ収集が可能としている

• 寒さにより電力消費量が急増したり、

風や太陽の不足により再生可能エネ

ルギーの生産量が急激に減少したりし

ます

• その際、電力網の安定性が脅かされ、

停電の危険性があります

• 故障を補い、故障を避けるために、シス

テムは通常、汚染され高価なガスまた

は石炭火力発電所を使用します

• Voltalisは、各ラジエーターに接続された

小さなスマートボックスで構成されたデバ

イスを無料で電気加熱された家庭に装

備し、インテリジェントに制御できるよう

にします

• 電力システムが必要とするとき、

Voltalisはリアルタイムで制御し、快適

さを維持しながら、何万台ものデバイス

の電力消費を一時的に削減します

• その後、電力システムは、発電による排

出することなく、そのバランスを取り戻し

ます

• あなたのために：最大15%の省エネ、

70%のCO2排出量の削減、さらに、あ

なたの消費を追跡し、あなたのラジエー

ターを制御するための無料のアプリケー

ションを提供します

• すべての人のために：私たちの毎日の

電源の安全性に積極的に貢献し、

環境への影響を少なくします

問題 解決策 メリット

Voltalisの家庭用暖房のDR概要（需要家向けの説明）

出所）Voltalis, “Notre solution”, https://www.voltalis.com/particuliers/notre-solution（2022年10月17日時点）より作成
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Next KraftwerkeとJedlixは、オランダのTSOのTenneTに対して、 EV充電の制御による二次

調整力（aFRR）供出の実証を開始。2020年末に実証を終え、その後本格運用する予定。

低圧リソースの市場での活用｜諸外国における低圧リソースの活用事例｜蘭国

◼オランダのグリッドオペレーターが2018年に開始したaFRRパイロットプロジェクトの枠組みで、Jedlix、Next Kraftwerke、

TenneTは、EV充電の制御によるaFRR供出に関わる環境を整備してきた

⚫ 例えば、実証期間中に、TenneTはITインフラとインバランス決済システムをアップグレードし、異なるエネルギーサプライヤーの設備

のプールでaFRRを提供できるようにした

⚫ また、TSOとaFRRプロバイダー間の接続方法を、専用線だけでなく専用のモバイルネットワークを追加し、新たなaFRRプロバイ

ダーの接続時間やコストを削減した

◼ 2020年末に本実証は終了し、それ以降、Next KraftwerkeとJedlixは通常のaFRR市場に参加する予定とされてい

る

出所）Next Kraftwerke, “Next Kraftwerke unlocks flexibility from electric vehicles for the Dutch grid”

https://www.next-kraftwerke.com/news/balancing-energy-electric-vehicle （2022年6月20日時点）

Next KraftwerkeによるaFRR向けEV充電の制御イメージ
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家庭/新規参入のリソースの割合を規制機関であるCPUCが定めている

低圧リソースの市場での活用｜諸外国における低圧リソースの活用事例｜米国CAISO

DRAMの実績

DRAM 1 DRAM 2 DRAM 3 DRAM 4 DRAM 5 DRAM 6 DRAM 7 DRAM 8

プロダクト* PDR PDR/RDRR PDR/RDRR PDR/RDRR PDR PDR PDR PDR

最低容量** 100kW 100kW/500kW 100kW/500kW 100kW/500kW 100kW 100kW 100kW 100kW

調達量***

(実績、MW)
40.5MW 124.6MW

181.9MW(2018)

205.0MW(2019)
166.6MW 215.8MW 206.1MW - -

運用期間 1-12月(2016) 1-12月(2017)
1-12月

(2018-2019)
1-12月(2019) 7-12月(2020) 1-12月(2021) 1-12月(2022) 1-12月(2023)

予算

合計 $4M $13.5M $27M $13.5M $12.78M $14M $14M $14M

内訳

PG&E $4M

SCE $4M

SDG&E $1M

PG&E $   6M

SCE $   6M

SDG&E $1.5M

PG&E $12M

SCE $12M

SDG&E $  3M

PG&E $   6M

SCE $   6M

SDG&E $1.5M

PG&E $  5.7M

SCE $5.16M

SDG&E$1.92M

PG&E $6M

SCE $6M

SDG&E $2M

PG&E $6M

SCE $6M

SDG&E $2M

PG&E $6M

SCE $6M

SDG&E $2M

家庭の

顧客数****

(顧客全体に

占める比率)

12,242

(98%)

51,324

(98%)

103,896

(99%)

148,476

(99%)

68,369

(97%)
N/A - -

規制
DRAM全体の調達量のうち、最低でも20%以上は

家庭から調達しなければならない (容量ベース)

DRAM全体の調達量のうち、10%は新規参入者の

入札枠として確保する (容量ベース)

*PDR (Proxy Demand Resource)、RDRR (Reliability Demand Response Resource ) はそれぞれCAISOのDRプロダクトを指し、PDRはエネルギー市場とアンシラリー市場への供出、

RDRRはエネルギー市場への供出と需給ひっ迫時の対応が可能

** 最低供出時間などの条件はプロダクトによって異なる

*** それぞれ8月の実績

**** DRAM 3,4,5は推計値（CPUCが公開している全体の顧客数にresidentialの比率を乗じて算出）

出所） 各年の“DRAM RFO Bidder’s Webinar Presentation”

CPUC, ”Demand Response Auction Mechanism (DRAM) Evaluation Workshop” より作成
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mosaic powerは、電気温水器を制御リソースとして米国PJMの周波数調整市場に参入。

補助金に頼らずに事業性を成立させており、既に1.5万弱のリソースを集約。

低圧リソースの市場での活用｜諸外国における低圧リソースの活用事例｜米国PJM

◼需要家の電気温水器の制御サービスを提供するmosaic powerは、2013年からPJM管内の集合住宅向けに

Water Heater Efficiency Network (WHEN)を設置している

◼同社の主な収益源はPJMの周波数市場となっている

mosaic power概要

主な事業内容

• PJM管内各地において、集合住宅等における電

気温水器をアグリゲートし、PJMの周波数調整市

場に提供

制御実績※

• リソース数：14,602

• リソース・オーナーへのメリット累積総額：

2百万ドル以上

• 年間のCO2削減量：21,903トン

州別の制御対象機器数※

• ウェストバージニア州1,690 台

• バージニア州1,000 台

• ペンシルベニア州1,288 台

• オハイオ州6,982 台

• メリーランド州3,334 台

• イリノイ州276 台

• ワシントンDC 32 台

（ いずれも電気温水器の台数）

※ 2022/10/17アクセス時点

出所）mosaic power ウェブサイト https://mosaicpower.com（2022月10月17日時点）より作成
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Social Energyは、同社の家庭用蓄電池利用顧客の80％（4,000kW）を活用し、

週次のFFRの契約を獲得

低圧リソースの市場での活用｜諸外国における低圧リソースの活用事例｜その他

◼ Social Energyは、PV・蓄電池の販売や、電力供給、蓄電池の最適運用サービス提供を行うスタートアップ企業

出所）Social Energy ウェブサイト https://social.energy/products/ （2022年6月20日時点）より作成

Social Energyの販売製品 Social Energyの提供サービス
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機器個別計測は、制御対象機器の制御量を個別に評価する方法である

機器個別計測の活用｜機器個別計測の概要

◼現行では、受電点での計量値によって制御量を評価している

◼受電点の評価では、制御対象機器以外のリソースの規模や需要の変動が大きい場合に、制御対象のリソースでは

制御しきれない場合がある

出所）OCCTO 「第32回需給調整市場検討小委員会 資料3」 2022年9月26日

機器個別計測の定義
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アグリゲーションモデルによって、計量値補正や調整金の有無が異なる

機器個別計測の活用｜アグリゲーションモデル

◼アグリゲーションモデルは、サプライヤー（小売電気事業者）のBRPのみで構成されるか、サプライヤーのBRPとアグリ

ゲーターのBRPで構成されるかで大別される

◼独立系アグリゲーター（Independent Aggregator）によるモデルは、後者のアグリゲーションモデルに該当し、ToE

（Transfer of Energy）が行われる

⚫ ToEとは、アグリゲーターのBRPと供給者のBRPの間で送電されるエネルギーを意味する

⚫ アグリゲーターによる柔軟性の供出の影響に関して、サプライヤーのBRPを補償し、柔軟性の供出に必要なエネルギーを供給する

※Universal Smart Energy Framework

出所）DNV・GL, “IMPACT ASSESSMENT OF DIFFERENT MODELS OF INDEPENDENT AGGREGATOR FINANCIAL RESPONSIBILITY 

AND COMPENSATION IN SWEDEN” 2020年10月

USEF※によるアグリゲーションモデル
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DRによる小売の電力供給量の減少に対する補填方法として、計量値補正と調整金がある。

前者はCorrected model、後者はContractual model等が該当する。

機器個別計測の活用｜アグリゲーションモデル

アグリゲーション

モデル
概要

小売電気事業者の電力供給量減少に対する補填方法

計量値補正 調整金

S
in

g
le

 B
R

P

Integrated 

model

• サプライヤーとアグリゲーターの役割が統合さ

れたモデル
無し 無し

Broker model
• アグリゲーターはサプライヤーのBRPにバランシ

ングの責任を移譲したモデル
無し 無し

Uncorrected 

model

• 発動されたエネルギーが通常のバランシング

メカニズムによって決済されるモデル
無し 無し

D
u

a
l B

R
P

Contractual 

model

• バランシングにおけるパラメーターが、アグリ

ゲーターとサプライヤーのBRP間の取引（事

後）により修正され、ToEが契約上の取り

決めに基づいて行われるモデル

無し

有り
アグリゲーターは、サプライヤーのBRPから

事後的にエネルギーを調達し、ネガワット

調整金を支払う

Central

settlement 

model

• ARP※１がDR発動後にBalancing 

Perimeterを修正するモデル
無し

有り
ARPを通じて、アグリゲーターはサプライ

ヤーからエネルギーを調達し、ネガワット

調整金を支払う

Corrected 

model

• アグリゲーターが供出したフレキシビリティの

量に基づき、プロシューマーの検針値が変更

されるモデル

有り
※ただし、託送料金は補正前の計量値

で計算される

無し
サプライヤーは、発動がない場合と同じエ

ネルギー量を需要家に請求できるため、

金銭的補償は不要となる

※１）ARPは、計測グリッド領域内において、消費者レベルまたはアグリゲータションレベルで、インバランス精算期間ごとの実消費量および発電量を確定し、伝達する責任を負う。実消費量および発電量は、主

に実測に基づくが、推定に基づくこともできる。割当量は、フレキシビリティ決済プロセスおよび卸売決済プロセスの入力となる。

出所）USEF, “WORKSTREAM ON AGGREGATOR IMPLEMENTATION MODELS” 2017年9月より作成

アグリゲーションモデルごとの概要と小売電気事業者の電力供給量の減少に対する補填方法
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価格設定の妥当性や、ステークホルダーの取引コスト、小売の権力乱用の可能性などの観点

で、アグリゲーションモデルごとにメリット・デメリットがある

機器個別計測の活用｜アグリゲーションモデル

アグリゲーショ

ンモデル

小売の電力供給量減少に対する補填 メリデメ比較

価格 小売への支払者
価格設定の

妥当性の高さ

アグリの

取引コストの

低さ

規制当局の

取引コストの

低さ

小売の権力

乱用の可能性

の低さ

Contractual 

model

独立系アグリゲーター

とサプライヤーの二者

間で決定

アグリゲーターが小売

へ支払う

×～〇

• 二社間の合意

内容により変

わる

×

• 大手既存小

売の交渉力が

強い

△

• 事後の監視が

必要となる可

能性がある

×

• 小売がDR需

要家を特定で

きる可能性が

ある

Central

settlement

model※

規制当局が承認した

方法によって決定※

第三者機関を通じて、

アグリゲーターが小売

へ支払う

△

• 個別の事情を

反映しにくい

〇

• 小売との調整

が不要である

×

• 取引を仲介す

るため取引コス

トが大きい

〇

• DR需要家を

特定できない

ようにできる可

能性が高い

Corrected 

model
小売電気価格

電気料金請求書を

通じて消費者が小売

へ支払う

〇

• 妥当な価格の

設定が可能で

ある

〇

• 小売との調整

が不要である

△

• 事後の監視が

必要となる可

能性がある

×

• 小売がDR需

要家を特定で

きる可能性が

ある

※）規制当局が承認した方法によって決定されるアグリゲーションモデルは、Regulated Modelとも呼ばれることもある。これには、フランスのようにTSOであるRTEが資金の流れを管理する

Central settlement modelと、ベルギーのように小売電気事業者とアグリゲーターの二社間で取引するモデルもある。ここでは、後者はCentral settlement modelの派生形とみなす

出所）EUI “The regulatory framework for independent aggregators” 2021年5月、

DNV “The regulation of independent aggregators with a focus on compensation mechanisms” 2022年4月 より作成

アグリゲーションモデルごとのメリット・デメリット
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ベルギーとドイツの一部の需給調整市場商品では、Corrected modelとContractual model

が展開されている

機器個別計測の活用｜アグリゲーションモデル

出所）USEF, “Flexibility Deployment in Europe” 2021年3月 より作成

国
展開されるアグリゲーションモデル

一次調整力相当 二次調整力相当 三次調整力相当

ベルギー
Uncorrected
• FCRは対称なプロダクトであるため、エネ

ルギー成分はキャンセルされる

Contractual or Corrected
• 補正されたオプションは、「pass-

through」契約と呼ばれる

• このタイプの契約は、Active Customer

に対してのみ可能である。Active 

Customerは、前日にサプライヤーへ消

費量を指定することができ、指定から外

れた分は、インバランス料金を支払うこ

とになる

Integrated, Contractual or 

Central Settlement
• アグリゲーターとサプライヤーは、まず

Contractual modelについて交渉する

よう奨励される

• 交渉が失敗した場合、Central 

Settlement modelが救済措置として

機能し、規制当局によって設定された

ToE計算式が適用される

ドイツ

Integrated, Contractual, and Corrected
• 通常、AggregatorとSupplierのBRPの間には契約がある

• そうでない場合は、Supplierのバランシングポジションを修正し、Active Customerの契約を通じて供給されるエネルギーを補償する

枠組みがある

• ToEの価格は、アクティブ・カスタマーの小売契約の価格と一致する

イギリス Uncorrected

Broker, Integrated or ‘BSP-IA’ 
• Broker modelまたはIntegrated modelは、常に選択肢である

• アグリゲーターとサプライヤーが契約を結んでいない場合、「BSP-IA」アレンジメントが適

用される

機器個別計測が行われている主な国において適用されるアグリゲーションモデル
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欧州ではEU指令を通じた各国の法規制によって、米国では各州の法規制によって、

複数の国・州においてダイナミックプライシング電気料金メニューの提供が義務化されている
※ただし、一部の州等を除いて、基本的に需要家は他の電気料金メニューも選択可能

ダイナミックプライシングの規制｜諸外国のダイナミックプライシングの法規制

出所）各種資料より作成

DPに対する法規制
DP電気料金メニューの利用状況

欧州大/米国大 国・州単位

欧州

• 「DIRECTIVE (EU) 2019/944」に

より、スマートメーターを設置する最

終需要家に対して、ダイナミック電

気料金メニューの提供が義務化さ

れた

•左記EU指令を受けて、複数のEU

加盟国が国内立法等の措置を

取っていると思われる
• オランダやドイツ、ベルギー、フランス、ス

ペイン、デンマーク、イギリスは左記EU

指令を採択

• ルーマニアはEU指令を受けて国内法を

改正

•スマートメーターの普及が進む国を

中心に、DP電気料金メニューが提

供されている
• ToUやRTP、CPP等が提供されている

•直近の電力市場価格の高騰を受

けて、DP電気料金メニューの提供

数が増加している

米国
• 無し

※FERC Order等による法規制は見当

たらない

•一部の州では、DP電気料金メ

ニューの提供を義務化している
• カリフォルニア州では、「2022 Load 

Management Standards」より、

2023年度から大手サプライヤーによる

RTP電気料金メニューの提供が義務

化予定

•一部の州ではDP電気料金メニュー

が提供され、オプトインやデフォルト、

強制等の適用方法となっている
• カリフォルニア州やメリーランド州、ミシ

ガン州では、DP電気料金メニューがデ

フォルトとなっている

※ただし、小売に対する法規制の有

無は未調査

欧州・米国におけるダイナミックプライシング（DP）に対する法規制とDP電気料金の利用状況
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DP電気料金メニューに関する法規制の検討においては、対象やDP電気料金メニューの種類・

適用方法等の論点が想定される

ダイナミックプライシングの規制｜諸外国のダイナミックプライシングの法規制

論点 概要 諸外国の動向※

欧州 カリフォルニア州

① 対象
• どの小売電気事業者に対して、DP電気料金

メニューの提供を義務化すべきか？

• 20万人以上の最終

需要家を有するサプ

ライヤー等を規制対

象としている

• 特定の大手電力会

社等を規制対象と

している

② DP電気料金メニュー

の種類

• どの種類のDP電気料金メニューを規制すべき

か？（ToU、CPP、RTPなど）

• 具体的な電気料金

メニューの種類は、

規制されていない

• RTPの提供が義務

化される

③ DP電気料金メニュー

の適用方法

• どの適用方法を規制すべきか？

（メニュー提供義務・オプトイン、デフォルト・オ

プトアウト）、強制等）

• メニュー提供義務・オ

プトインが採用され

ている

• メニュー提供義務・オ

プトインが採用され

ている

DP電気料金メニューに関する法規制の検討における論点

※欧州は「DIRECTIVE (EU) 2019/944」、カリフォルニア州

は「2022 Load Management Standards」について記載
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【参考】 DIRECTIVE (EU) 2019/944は、Clean Energy Packageの一要素

ダイナミックプライシングの規制｜諸外国のダイナミックプライシングの法規制｜欧州

出所）TenneT “Unlocking Industrial Demand Side Response” 2021年7月

DIRECTIVE (EU) 2019/944を含むClean Energy Packageの全体像
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DIRECTIVE (EU) 2019/944は、複数の欧州加盟国で採択され、国内立法等の措置が

取られていると思われる

ダイナミックプライシングの規制｜諸外国のダイナミックプライシングの法規制｜欧州

◼指令には政策目標と実施期限が定められており、指令が採択されると、各加盟国は期限内に政策目標を達成す

るために国内立法等の措置を取ることが求められる

⚫ ただし、どのような措置を取るかは各加盟国に委ねられる

※１）TenneT “Unlocking Industrial Demand Side Response” 2021年7月

※２）Stalfort “NEWSLASH：wind of change in Romanian energy Law” 2022年２月

主なEU加盟国 対応状況

オランダ、ドイツ、ベルギー、

フランス、スペイン、

デンマーク、イギリス※１

• 採択

• 各国、国内立法等の措置を取っていると思われる

ルーマニア※２

• Emergency Ordinance no. 143/2021 (“GEO 143”) により、the Law on the Promotion of 

Electricity from Renewable Sources no. 220/2008を改正

• これによりダイナミック価格による電力契約が規制されている

DIRECTIVE (EU) 2019/944への対応状況
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スマートメーターの普及率が高いほとんどの国では、ToUやCPP、RTPメニューが提供されている

ダイナミックプライシングの規制｜ダイナミックプライシングの利用状況｜欧州

◼ なおドイツでは、2021年までに5,000万箇所以上のメータリング場所のうち、約16万箇所にスマートメータリングシステムが導入された

出所）ACER “Annual Report on the Results of Monitoring the Internal Electricity and Natural Gas Markets in 2021” 2022年10月、

FFE “The Smart Meter Rollout in Germany and Europe” 2023年2月 より作成

国

2021年12月31日時点のス

マートメーターを備えた家庭

需要家の割合

指令2009/72/ECに基づき、国内

法によって80%の消費者がスマート

メーターを装備する目標年

展開される電気料金メニュー

ToU
RTP

(一時間単位も含)
CPP

デンマーク 100.0% 2020 〇 〇 〇

スウェーデン 100.0% 2017 〇

フィンランド 99.9% 2020 〇

スペイン 99.6% 2017 〇 〇

ノルウェー 99.0% 2018 〇 〇

イタリア 98.5% 2017 〇

ルクセンブルク 98.0% 2019

フランス 90.0% 2024 〇 〇 〇

リトアニア 88.0% 国内法での規定無し 〇

オランダ 87.4% 国内法での規定無し 〇 〇

ポルトガル 52.0% 国内法での規定無し 〇

イギリス 49.0% 国内法での規定無し 〇 〇

オーストリア 46.6% 2024 〇 〇

ルーマニア 17.7% 2024年以降 〇

ポーランド 15.4% 2024以降 〇

ベルギー 0.0% 国内法での規定無し 〇

ドイツ 0.0% 2024年以降 〇 〇

EU加盟国とノルウェーにおける電力スマートメーターの普及率、普及率80％達成の目標年、スマートメーターで実現する電力メニュー
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ACER(2022)によると、卸電力市場価格の高騰等を受けて、2021年末から固定価格メニュー

のオファー数が減少し、ダイナミックプライシング価格のオファー数が増加している

ダイナミックプライシングの規制｜ダイナミックプライシングの利用状況｜欧州

◼ 2021年末から 2022年前半にかけては、固定価格契約のオファーが減少した

⚫ 一部のサプライヤーは、財務の安定性を確保し、債務超過を回避するために、消費者の契約の一部または全部をダイナミック

方式またはインデックス方式に変更し、価格変動・高騰がもたらすリスクを消費者に転嫁しようとした

◼現在の電力価格の変動により、サプライヤーはヘッジコストの大幅な増加に直面しているため、2022年から2023年に

かけて、消費者は固定価格契約へのアクセスが少なくなると思われる

出所）ACER “Annual Report on the Results of Monitoring the Internal Electricity and Natural Gas Markets in 2021” 2022年10月

電気料金のオファー割合の内訳（固定、変動）
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カリフォルニア州では、2023年度から大手電力会社等によるRTPの提供が義務化される

ダイナミックプライシングの規制｜諸外国のダイナミックプライシングの法規制｜米国｜CAISO

◼ CECは2022年10月に2022 Load Management Standardsを採択した

⚫ CEC（California Energy Commission）は、カリフォルニア州の主要なエネルギー政策・計画機関として、エネルギー使用の転換を支援するための

基準を採択する法的権限を有している

◼ 同基準により、ダイナミックプライシングと、それに応じた自動機器制御が促進され、需要家の電気料金の削減と系統の信頼性向上

に繋がる見込みである

※１） CCA （Community Choice Aggregation）に基づく住民、ビジネス、さらに公共施設用の電力需要をまとめて購入する地方自治体等

出所）CEC, “2022 Load Management Standards Rulemaking, Fact Sheet,” 2022年10月より作成

項目 内容

施行年 2023年４月１日

対象 • 大手電力会社（PG&E、SCE、SDG&E、SMUD、Los Angeles Water and Power）

• 大規模コミュニティ・チョイス・アグリゲーター※１

対象の

義務

• 少なくとも1時間ごとに変動する小売電気料金を開発し、顧客に提供すること

• Market Informed Demand Automation Server（MIDAS）データベースに、時間変動料金を提供し、

更新すること

• サードパーティサービスによる顧客の料金情報へのアクセスをサポートするための標準ツールを開発すること

• 時間帯別料金や自動化技術に関する情報を、既存の顧客教育やアウトリーチプログラムに統合すること

想定される

便益

• 山火事、猛暑、地震などの緊急時に自動負荷シフトを促進することで、グリッドの信頼性を向上させる

• 建物の所有者や居住者に必要なデータや信号を与え、電力価格、GHG intensity、またはフレックス・アラートに

従って電気機器の電力使用を自動的にシフトさせることで、建物性能の最適化を促進する

• 夏のピーク時のエネルギー使用量を120ギガワット時ほど削減する

• 2,400万ドルのコストで、15年間で合計2億6700万ドルを消費者に節約させる

2022 Load Management Standardsの概要
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ダイナミックプライシングメニューの提供方法は、各国・各州で異なる

ダイナミックプライシングの規制｜ダイナミックプライシングの利用状況｜米国等

* Estimated participation is based on historical trends

※なお、ダイナミックプライシングの提供を小売電気事業者に対して規制しているかどうかは未調査

出所）Ahmad Faruqui and Cecile Bourbonnais “Time of Use Rates: An International Perspective” 2020年6月より作成

国・州 料金タイプ 提供方法 需要家の参加率・参加数

Arizona (APS, SRP) Time-of-Use (TOU) Opt-in APS: 57%, SRP: 36%

California (PG&E, SCE, SDG&E) Time-of-Use (TOU) Default (2020) TBD – 75-90%*

California (SMUD) Time-of-Use (TOU) Default 75-90%*

Colorado (Fort Collins) Time-of-Use (TOU) Mandatory 100%

Illinois (ComEd, Ameren IL) Real-Time Pricing (RTP) Opt-in 50,000

Maryland (BGE, Pepco, Delmarva) Peak Time Rebate (PTR) Default 80%

Michigan (Consumers Energy) Time-of-Use (TOU) Default (2020) TBD – 75-90%*

Oklahoma (OG&E) Variable-Peak Pricing (VPP) Opt-in 20% (130,000)

Canada (Ontario) Time-of-Use (TOU) Default 90% (3.6 million)

France Time-of-Use (TOU) Opt-in 50%

Great Britain Time-of-Use (TOU) Opt-in 13% (3.5 million)

Hong Kong (CLP Power Limited) Peak Time Rebate (PTR) Opt-in 27,000

Italy Time-of-Use (TOU) Default 75-90%*

Spain Real-Time Pricing (RTP) Default 40%

ダイナミックプライシングに関する各国・各州の料金タイプと提供方法、参加状況（2020年６月時点）
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EV充電に関するDR関連サービスは、1. 料金型と 2.指令型に分けられ、

指令型にも 2.1料金メニュー還元と2.2報酬還元が存在

EV向けダイナミックプライシング｜まとめ

類型 概要・特徴 サービスプロバイダー
需要家へのメリッ

ト還元方法

サービスプロバイ

ダーにとってのメ

リット(需要家還

元原資)

事例

1.
料金型DRとしての

活用

• 小売電気事業者の電気料

金プラン(TOUやRTP等)に合

わせて、需要家の電気料金

が最安となるよう充(放)電を

する

充電器メーカー

/アグリゲーター
※小売電気事業者はTOU

やリアルタイムプライシングの

料金プランを提供するのみ

割安な時間での

充電等による、充

電にかかる電気

料金の削減

機器販売益/

サービスフィー

• Octopus Go×

スマート充電器

• Agile Octopus×

スマート充電器

2-1.

指令型DRリソースと

しての活用

- 料金メニュー還元

• サービスプロバイダーが電動車

の充(放)電を指令型DRリ

ソースとして市場運用注1し、

得られたメリットを需要家に

安価な単価設定による電気

料金低減の形で還元する

小売電気事業者
※基本的に小売電気事業

者に限られる

割安な電気料金

メニュー提供によ

る、充電にかかる

電気料金の削減

指令型DRリソー

スとしての市場運

用益注1

※事例では、経済

DRとしての活用が主

• OVO Drive + 

Anytime×

Ohme Home 

• Intelligent 

Octopus×Tesla

2-2.

指令型DRリソースと

しての活用

- 報酬還元

• サービスプロバイダーが電動車

の充(放)電を指令型DRリ

ソースとして市場運用注1し、

得られたメリットを需要家にイ

ンセンティブ報酬支払いの形

で還元する

主に充電器メーカー

/アグリゲーター等
※事例では確認されていない

が、小売電気事業者も想定

しうる

制御量・充電行

動実績等に応じ

た報酬

指令型DRリソー

スとしての市場運

用益注1

※事例では、経済

DRのみならず、需給

調整市場等でも活

用

• JuiceBox(Enel X)

• Jedlix

諸外国のEV充電に関するDR関連サービスの類型

注1：市場運用には、自社の電源調達コストの低減も含む
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英国OVOとOctopusは、「1.料金型DRとしての活用」と「2-1.指令型DRリソースとしての活用-

料金メニュー還元」のそれぞれに該当する電気料金プランを提供

EV向けダイナミックプライシング｜1. 料金型DRとしての活用、2-1. 指令型DRリソースとしての活用-料金メニュー還元

◼ 英国では、British GasやE.On Next、Scottish PowerがEV向けプランを停止し、OVOとOctopus EnergyがEV向けプランを提供

する主要な小売電気事業者となっている

◼ ほとんどの料金プランがフラットレートまたはTOUであり、リアルタイムプライシング型はAgile Octopusのみ（2022年4月6日時点）

◼ OVO Drive + Anytimeは、OVOにとって最適なタイミングで充電することにより、EV充電のみ格安料金となる用途別料金プラン

事業者
英国でのEV向け電気料金(EV以外でも利用可能なものを含)

料金名 概要 料金※１

OVO Energy※２

OVO Drive • 再エネ100%のフラットレートプラン 地域によるが平均36.5p/kWh

OVO Drive + Anytime
• “用途別(type of use)”の再エネ100%のフラット

レート

EV：5p/kWh

EV以外：OVO Driveと同様

Octopus Energy

Octopus Go
• 再エネ100%の4時間オフピークの日中・深夜の

TOU

深夜(00:30 - 04:30)：7.5p/kWh

日中：地域による

Agile Octopus
• 再エネ100%の卸売市場価格を基に毎日更新さ

れる30分ごとの電気料金
市場連動(上限35p/kWh)

Intelligent Octopus
• 再エネ100%の6時間オフピークの日中・深夜の

TOU

深夜(23:30 - 05:30)：7.5p/kWh

日中：地域による

主な英国での小売電気事業者のEV向け電気料金（2022年4月6日時点）
【凡例】■1.料金型DRとしての活用 、

■2-1.指令型DRリソースとしての活用-料金メニュー還元

※１）各社ウェブサイトを参照。それぞれロケーションごとに料金が変わり、standing chargeもかかる。

※２）他にも、昼夜間のTOU料金として「Economy 7」 「Economy 10」なども存在するが、EV向けとしては出されていないので省略。また、V2G trialも行っているが、trialのため省略。

出所）各社ウェブサイト、love my evウェブサイト https://lovemyev.com/explore/ev-tariffs/ev-tariffs （2022年4月8日時点）より作成
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OVO Driveは、EVを保有またはリースしている需要家に対するフラットレートの料金プラン。

対応充電器の保有等の要件はないことから、「1.料金型DRとしての活用」と想定される。

EV向けダイナミックプライシング｜1. 料金型DRとしての活用、2-1. 指令型DRリソースとしての活用-料金メニュー還元

項目 概要

料金
• 地域によるが平均36.5p/kWh

※フラットレートのため、夜間に充電すると

割安になる等のインセンティブはない

主なプラン加入

要件

• EVまたはPHVの所有またはリース

• 電気・ガス両方のプランの契約
※対応する充電器やスマメの保有は不要

OVO Driveの概要

出所）OVO ウェブサイト “OVO Drive EV Tariff” https://www.ovoenergy.com/electric-cars/ev-tariff（2022年4月6日時点）より作成
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【参考】Kaluza Flexは、数百万台のスマートホームデバイスをインテリジェントに充電し、

デマンドレスポンスを提供する

EV向けダイナミックプライシング｜1. 料金型DRとしての活用、2-1. 指令型DRリソースとしての活用-料金メニュー還元

◼OVOグループ傘下のシステム開発会社Kaluzaが開発したプラットフォームは、エネルギー価格、天候、地域ネットワーク

の制約に関するライブデータを使用してEV充電をピーク時間帯から離し、市場で最も安価で環境に優しいエネルギーを

動的に提供する

Kaluza Flexの仕組み

出所） Kaluzaウェブサイト https://www.kaluza.com/demand-response/ （2022年4月6日時点）より作成
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Octopus Goは日中・深夜のTOU料金プランである。

対応充電器の保有等の要件はないことから、「1.料金型DRとしての活用」と想定される。

EV向けダイナミックプライシング｜1. 料金型DRとしての活用、2-1. 指令型DRリソースとしての活用-料金メニュー還元

項目 概要

料金
• 深夜(00:30 - 04:30)：7.5p/kWh

• 日中：地域による

主なプラン加入

要件

• EVまたはPHVの所有またはリース

• スマートメーターの30分ごとの測定値

の共有に対する同意※

Octopus Goの概要

※）30分ごとのスマートメーターデータがない場合は、Flexible Octopus変動料金の顧客と同様に、典型的な消費パターン（「プロファイル1」と呼ばれる）に基づき、顧客に請求される

出所）Octopus Energyウェブサイト https://octopus.energy/ （2022年4月6日時点）より作成
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【参考】Ohme Home Proは、電気料金が安価の際に、必要量を自動で充電する機能を

保有しており、リアルタイムプライシングに対応している

EV向けダイナミックプライシング｜1. 料金型DRとしての活用、2-1. 指令型DRリソースとしての活用-料金メニュー還元

Ohme Home Proの概要

特徴 概要

料金プランとの

シンクロ

• Ohmeアプリにどの電気料金プランに加入して

いるかを伝えることで、料金の相場や最も安い

時間帯を把握可能

• これにより、自動で充電開始や停止ができ、充

電料金の節約が可能

インテリジェント

チャージング
• いつまでに何キロ走るか、Ohmeアプリに指示す

ることで、最も安い電気料金で必要量を充電

Octopus Agileとの

親和性

• 電気料金が安いときに自動的に充電する機

能を備えているため、電力料金プラン

「Octopus Agile」との相性が良好

出所）Smart Home Chargeウェブサイト “Ohme Home Pro”

https://www.smarthomecharge.co.uk/chargers/ohme/home-pro/ （2022年4月6日時点）より作成
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【参考】Ohmeは各電力会社の電気料金メニューを選択する形式(これによりリアルタイムプライ

シングにも対応可能)。一方で需要家自身がオフピーク時間を入力する形式も存在。

EV向けダイナミックプライシング｜1. 料金型DRとしての活用、2-1. 指令型DRリソースとしての活用-料金メニュー還元

Ohme Home Proの設定画面 JuiceBoxの設定画面※

※）JuiceBoxも各事業者の料金プランのデータ収集を開始しており、必ずしも需要家が入力する必要がない可能性がある（後述）

出所）Smart Home Chargeウェブサイト https://www.smarthomecharge.co.uk/chargers/ohme/home-pro/ （2022年4月6日時点）、

JuiceBoxウェブサイト https://evcharging.enelx.com/products/juicebox （2022年4月6日時点）より作成
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Intelligent Octopusは、需要家が必要な充電量・タイミングを指定し、

Octopusにとって最適なタイミングで充電することにより、深夜の格安電気料金を提供する

EV向けダイナミックプライシング｜1. 料金型DRとしての活用、2-1. 指令型DRリソースとしての活用-料金メニュー還元

項目 概要

料金
• 深夜(23:30 - 05:30)：7.5p/kWh

• 日中：地域による

主なプラン加入

要件

• iPhoneの保有

• Octopus Energyの複数のアカウン

トを保有していないこと

• 車を複数台保有していないこと

• 対応車・対応充電器の保有

• 対応スマートメーターの保有

Intelligent Octopusの概要

出所）Octopus Energyウェブサイト https://octopus.energy/ （2022年4月6日時点）より作成
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【参考】他にもEDFやGood EnergyなどもEV向け電気料金を提供しているが、

TOUが中心であり、市場価格連動の料金プランは提供していない模様

EV向けダイナミックプライシング｜1. 料金型DRとしての活用、2-1. 指令型DRリソースとしての活用-料金メニュー還元

事業者
英国でのEV向け電気料金(EV以外でも利用可能なものを含)

料金名 概要

EDF

GoElectric flat-rate • フラットレートプラン

GoElectric 98 • 再エネ100%のTOU

GoElectric 35 • 再エネ100%のTOU

Good Energy

Zap Flash Tariff • TOU

Green Driver 5 and 7 hour Holding Tariff • TOU

Green Driver 7 Hour • TOU

EV4 Tariff • TOU

英国での小売電気事業者のEV向け電気料金

※ 各社ウェブサイトを参照。それぞれロケーションごとに料金が変わり、standing chargeもかかる。

出所）EDF ウェブサイト https://www.edf.fr 、Good Energyウェブサイト https://www.goodenergy.co.uk （2022年4月6日時点）より作成
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eMotorWerksはEV向け充電器の製造・販売と、DR/VPPサービスを展開。

EnerNOCとともに伊Enelに買収され、Enel XとしてDERを活用したエネルギーサービスを展開。

EV向けダイナミックプライシング｜2-2. 指令型DRリソースとしての活用-報酬還元｜eMotorWerks

◼ eMotorWerksはEV向け充電器の製造・販売と、それらを活用したDR/VPPサービスを手掛ける

⚫ EV向け普通充電器「JuiceBox」の製造・販売を行っている

⚫ また、JuiceBoxをアグリゲートするソフトウェアを組み合わせたプラットフォーム「JuiceNet」により、系統網を最適化するソリューショ

ンも提供

◼ 2017年にEnelに買収され、Enel Xの傘下に入った

⚫ EnelはDERを活用したエネルギーサービス事業を子会社のEnel Xに集約

⚫ 同じく2017年に買収した米国最大のDRアグリゲーターであるEnerNOCとともに、eMotorWerksはEnel Xの傘下となった

出所）Enel X, “eMotorWerks is now Enel X” https://evcharging.enelx.com/resources/blog/557-emotorwerks-is-now-enelx （2022年11月1日時点）、

Enel X, “Home EV Charging Stations” https://evcharging.enelx.com/store/residential （2023年3月27日時点）より作成

設立年 2010年

本拠地 米国

従業員数 73名(2019年)

出資者・パートナー 2017年にEnelが買収し、Enel Xとして統合

展開地域 米国、カナダ、オーストラリア等30か国

eMotorWerksの概要 JuiceBoxの販売価格
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【参考】Tariff Optimizationにより、各事業者の料金プランを収集中

EV向けダイナミックプライシング｜2-2. 指令型DRリソースとしての活用-報酬還元｜eMotorWerks

◼ Tariff Optimizationは、自宅で充電するJuicePassユーザーが、充電したい時間とバッテリー残量を指定すると、国内の電気料金プラ

ンに基づき、より便利な時間帯に充電を開始できるようにする新しいスマートチャージ機能である

◼ 新機能の導入の第一段階として、Enel Xは市場で提供されている料金プランに関する公開データを使用する場合がある

◼ またEnel Xは、新機能における情報の統合や表示をより完全なものにするため、顧客がJuice Passの機能を利用し、契約した料金プ

ランに基づき最も便利な時間帯に充電を開始するサービスに関心のある事業者をウェブサイトで募っている

Tariff Optimizationの募集

出所）Enel X, “Notice to operators active in the electricity sales” https://corporate.enelx.com/en/media/news/2021/10/tariff-

optimization-new-charging-features （2022年4月6日時点）より作成
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カリフォルニア州では、2023年度から電気料金型DRが更に推し進められる見込み

カリフォルニアにおける需要シフト策｜CAISO 料金型DR MIDAS｜CAISO｜電気料金型DR

◼CECは2022年10月に2022 Load Management Standardsを採択した

⚫ CEC（California Energy Commission）は、カリフォルニア州の主要なエネルギー政策・計画機関として、エネルギー使用の

転換を支援するための基準を採択する法的権限を有している

◼同基準により、ダイナミックプライシングと、それに応じた自動機器制御が促進され、需要家の電気料金の削減と系

統の信頼性向上に繋がる見込みである

※１） CCA （Community Choice Aggregation）に基づく住民、ビジネス、さらに公共施設用の電力需要をまとめて購入する地方自治体等

出所）CEC, “2022 Load Management Standards Rulemaking, Fact Sheet,” 2022年10月より作成

項目 内容

施行年 2023年４月１日

対象 • 大手電力会社（PG&E、SCE、SDG&E、SMUD、Los Angeles Water and Power）

• 大規模コミュニティ・チョイス・アグリゲーター※１

対象の

義務

• 少なくとも1時間ごとに変動する小売電気料金を開発し、顧客に提供すること

• Market Informed Demand Automation Server（MIDAS）データベースに、時間変動料金を提供し、更

新すること

• サードパーティサービスによる顧客の料金情報へのアクセスをサポートするための標準ツールを開発すること

• 時間帯別料金や自動化技術に関する情報を、既存の顧客教育やアウトリーチプログラムに統合すること

想定される

便益

• 山火事、猛暑、地震などの緊急時に自動負荷シフトを促進することで、グリッドの信頼性を向上させる

• 建物の所有者や居住者に必要なデータや信号を与え、電力価格、GHG intensity、またはフレックス・アラートに

従って電気機器の電力使用を自動的にシフトさせることで、建物性能の最適化を促進する

• 夏のピーク時のエネルギー使用量を120ギガワット時ほど削減する

• 2,400万ドルのコストで、15年間で合計2億6700万ドルを消費者に節約させる

2022 Load Management Standardsの概要
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【参考】 MIDASとの連携は、家庭用機器（空調や給湯器、EV充電器など）と、

産業プロセス、業務用機器（空調など）が想定されている

カリフォルニアにおける需要シフト策｜CAISO 料金型DR MIDAS

MIDASとの連携が想定される家庭用機器 MIDASとの連携が想定される産業プロセスや業務用機器など

出所）California Energy Commission, “Market Informed Demand Automation Server (MIDAS) Webinar”

2021年8月より作成
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【参考】 時間別の排出係数を基に、需要シフトを促すことも検討されている

カリフォルニアにおける需要シフト策｜CAISO 料金型DR MIDAS

◼ただし、2022 Load Management Standardsでは時間別排出係数の登録は義務化されていない

脱炭素化に向けた需要シフト（排出係数の観点から）

出所）California Energy Commission, “Market Informed Demand Automation Server (MIDAS) Webinar”

2021年8月より作成
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GEBとは、居住者の電力使用傾向等を踏まえたうえで、 DERを活用して最適にデマンドレスポ

ンスやエネルギー効率化を行い、グリッドサービスの提供や電力コスト削減等を行う建物

建築物におけるDRの動向｜米国GEB｜GEBの概要

◼ GEB（Grid-interactive Efficient Building）は、スマート技術とオンサイトDERを使用して、エネルギーコスト、グリッドサービス、居住

者のニーズや好みを継続的かつ統合的に最適化しながら需要柔軟性を提供するエネルギー効率の高い建物を指す

◼ GEBは電力問題の解決策の１つとして注目されている

⚫ 米国ではビル・住宅が電力消費量の75%を占め、ピーク時の電力需要も同等の比率を占めている

出所）DOE “SEE ACTION, Grid-Interactive Efficient Buildings: An Introduction for State and Local Governments ” 2020年4月

• 暖房・換気・空調（HVAC）制御、コネクテッド照明、ダイナミックウィンドウ、太

陽光発電や熱電併給などのオンサイト発電など、先進のビルテクノロジーは、居住

者とグリッドのニーズを満たすよう最適化されている

• ビルディングオートメーションシステム（BAS）は、センサー、天気予報、電力会社、

地域のグリッドオペレーター、サードパーティーサービスプロバイダーからの価格やイベン

トのシグナルなどの入力に反応する

GEBの例 GEBの特徴
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GEBを実現するには、負荷の柔軟性とエネルギー効率性の向上を同時に達成する必要がある

建築物におけるDRの動向｜米国GEB｜GEBの概要

出所）DOE “A National Roadmap for Grid-Interactive Efficient Buildings” 2021年5月

負荷の柔軟性とエネルギー効率性におけるGEBの位置づけ

• 最適なEEを実現するために、ビル設備を制御する能力は向上するが、スマートエネルギー管理

における現在の進歩の多くは、需要の柔軟性にはほとんど影響を与えない可能性がある

• 同様に、自動需要応答（ADR）プログラムは、金銭的インセンティブやリベートを通じて自動

負荷分散や負荷シフトを可能にすることで需要柔軟性を促進するが、EEには最小限の改善

しかもたらされない可能性がある
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【参考】 GEBがグリッドに提供する価値として、kWh価値やkW価値、ΔkW価値、

環境価値などが想定されている

建築物におけるDRの動向｜米国GEB｜GEBの概要

出所）DOE “A National Roadmap for Grid-Interactive Efficient Buildings” 2021年5月

GEBがグリッドに価値提供する方法

エネルギー需要を満たすために燃料

を燃やすコストを削減し、燃料使用

量削減に伴う排出量を削減

ピーク需要減少による発電および送

電容量への投資削減

消費を安価な時間帯にシフトするこ

とによるエネルギーコストの削減、オ

フピーク時の再生可能エネルギーの

抑制の回避

アンシラリーサービスのコスト削減、

変動性電源リソース（風力、太陽

光など）の統合改善

自家消費によるT&Dロスを削減し、

グリッドスケールの発電の必要性を

回避

便益の例
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DOEはGEBの普及拡大に向けて、2021年5月にロードマップを公開した

建築物におけるDRの動向｜米国GEB｜GEBに関する政策・支援

◼ DOEは2021年5月、GEBのロードマップ（A National Roadmap for Grid-Interactive Efficient Buildings）を発表した

◼ このロードマップでは、2030年までに建物部門のエネルギー効率と需要の柔軟性を2020年比で3倍に高めるというDOEの国家目標の

概要が示されている

◼ また、GEBの展開における障壁を克服するための14の提言を行っている

ロードマップの柱 提言

研究・開発・データを通じた

GEBの推進

• GEB技術の開発・展開の加速

• 技術の相互運用性の加速

• DFデータへのアクセスと利用の改善

消費者及び電力会社に対す

るGEBの価値の向上

• 革新的なインセンティブに基づくプログラムの開発

• 価格に基づくプログラムの採用拡大

• 電力会社が需要側リソースを導入するためのインセンティブの導入

• 資源計画へのDFの組み入れ

GEB の利用者、設置者、

運営者の能力向上

• 利用者とGEB の相互作用および技術者の役割の理解

• GEBの設計・運用に関する意思決定ツールの開発

• スマート技術トレーニングの既存プログラムへの統合

連邦、州、地方の実現プログ

ラムおよび政策によるGEB導入

の支援DR業務費

• 模範の提示

• 資金調達および融資オプションの拡大

• 規範・規格の活用の検討

• 州の目標または義務化の実施の検討

GEBの拡大に向けたロードマップの柱と提言GEBの拡大に向けたロードマップ

出所）DOE “A National Roadmap for Grid-Interactive Efficient Buildings” 2021年5月
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ロードマップでは、2030年度におけるGEBの定量的な便益が示されている

建築物におけるDRの動向｜米国GEB｜GEBに関する政策・支援

◼ ロードマップでは、負荷の柔軟性とエネルギー効率性を実現可能な範囲で最大限に高めた場合、2030年時点で節電量は年間

401TWh、ピーク需要削減量は116GWと試算されている

◼ また、GEB による米国の電力システム便益は、2030 年に年間80億ドルから180億ドルと試算され、2021年から2040年までの累積

電力システム便益は 1,000～2,000億ドルに達すると想定されている

◼ さらに、2030年までに電力部門のCO2排出量全体の6%に相当する年間8,000 万トンを削減することが可能と想定されている

米国の電力システムにおける、GEB採用によるピーク需要およびエネルギー節減の価値

Low Adoption：EEとDFは実現可能な採用範囲の下限値を採用、Mid Adoption：採用可能な範囲の中間値を採用、High Adoption：採用可能な範囲の上限値

を採用、Low RE：システムコスト予測は、NRELの高い再生可能エネルギーコスト・シナリオに基づく、High RE：システムコスト予測は、NRELの低い再生可能エネルギーコス

ト・シナリオに基づく、High Cap Values：NRELのリファレンスケースをベースに、より高い発電容量価値（75ドル）を想定したシステムコスト予測

出所）DOE “A National Roadmap for Grid-Interactive Efficient Buildings” 2021年5月
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【参考】 DOEは、2019年にGEBの機会を評価する一連の技術報告書を発行している

建築物におけるDRの動向｜米国GEB｜GEBに関する政策・支援

◼ これらのレポートでは、グリッドサービスを提供する大きな可能性を秘めた最先端の建築技術や新興の建築技術を評価している

◼ また、これらの技術が直面する主な研究課題やギャップ、技術に特化した研究開発の機会についても明らかにしている

◼ リソースは、HVACや、給湯、家電、照明、エレクトロニクス、窓、全館制御、センサーなどが対象となっている

出所）DOE “GEB Technical Reports” https://www.energy.gov/eere/buildings/geb-technical-reports (2022年8月23日時点)

HVAC技術の評価
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DOEは、2021年10月に10のGEBの実証プロジェクトを開始した

建築物におけるDRの動向｜米国GEB｜事例

◼DOEは、これまで以上に幅広い気候、地域、建物タイプ、ビジネスモデルにおいて、GEBソリューションの技術開発、

商業化、展開を加速するため、 Connected Communities funding opportunity announcementから10の実証

プロジェクトを選定し、6,100万ドルを提供した（2021年10月）

プロジェクト名 特徴 概要

IBACOS Inc. of 

Pittsburgh, 

Pennsylvania

• 需要の柔軟性：3.8MWの柔軟な負荷

• 節電量：ベースラインから20%の削減

• 建設予定地：Duke Energy社のノース

カロライナ州における電力供給地域内

• Duke Energy のノースカロライナサービスエリア内の新築および既存の一戸建て・多世帯

の持ち家・賃貸物件を含む住宅 1,000 軒で展開する分散エネルギー資源（DER）の

総合ミックスから3.8 MWの柔軟な負荷を供給する予定である

• このプロジェクトでは、既存施設のエネルギー効率を向上させるとともに、DER技術の接

続ネットワークが柔軟な分散容量を大規模に提供できるかを検証する

• このプロジェクトから収集されるデータは、居住者の体感データも含め、大規模なサービスエ

リア全体で集約されたグリッドの影響に関する現実的な洞察を提供する

The Ohio State 

University of 

Columbus, Ohio

• 需要の柔軟性：2MW以上

• 節電量：2017年ベースラインから35%の

削減

• 建設予定地：Columbus, Ohio

• オハイオ州立大学は、キャンパス内の20の多様な建物で新しいGEB機能を実証する。こ

のプロジェクトチームは、既存の成熟した接続型キャンパスを活用し、その大学キャンパス

全体で補助的なグリッドサービスを探求していく

• このプロジェクトでは、建物とDERをサイバーセキュアに予測制御し、周波数調整、同期

予備力、エネルギー・容量市場への参加など、重要だが見過ごされているグリッドサービス

を提供することを実証する予定である

• 既存のコネクテッド・キャンパス技術が成熟していることから、このプロジェクトでは、データ・

プライバシーとサイバーセキュリティ計画、施設のエネルギー管理のためのビジネスモデル、さ

まざまな種類の建物とDER資産にわたる居住者の快適性を調査する機会が得られる

DOEのGEBの実証プロジェクトの例

出所）DOE “Meet DOE’s Newest Connected Communities of Grid-interactive Efficient Buildings” https://www.energy.gov/eere/buildings/articles/meet-

does-newest-connected-communities-grid-interactive-efficient-buildings (2022年8月23日時点)
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DOEのGEBの実証プロジェクトの例

建物はビル以外にも、新規・既存問わず集合住宅や一戸建て住宅も対象となっている。

また、効率化・需要の柔軟化に加えて、利用者の快適性向上も目的とする実証が多い。

建築物におけるDRの動向｜米国GEB｜事例

プロジェクト名 特徴 概要

Open Market 

ESCO Limited 

Liability Company 

of Boston, 

Massachusetts

• 需要の柔軟性：1.2 MW (4 hour) to 

4 MW (30 min.)

• 節電量：30%の削減

• 建設予定地：Lowell, Massachusetts

• Open Market ESCO LLCは、2,000戸の住宅に省エネ・柔軟技術を導入する

• このプロジェクトは、既存の手頃な価格の多世帯住宅を、グリッド・インタラクティブな効率

的建物にするための資金調達経路を実証することを目的としている

• このプロジェクトでは、最大20の低中規模の集合住宅が登録され、効率化、需要柔軟

化、再生可能発電、エネルギー貯蔵を戦略的に展開・実施する

• プロジェクトチームは、エネルギーの公平性に重点を置き、十分なサービスを受けていないコ

ミュニティに省エネ、回復力、快適性、環境上のメリットをもたらすための経路を実証する

予定である

Portland General 

Electric of 

Portland, Oregon

• 需要の柔軟性：1.4 MW

• 建設予定地：Portland, Oregon

• Portland General Electricは、ポートランド北部のオーバールックとアーバーロッジ地区にあ

る500以上の建物の改修を行う予定である

• このプロジェクトは、Portland General Electric社のスマートグリッドテストベッドの強固な

基盤の上に、1.4MWの柔軟な負荷の実証、低所得者層のエネルギー負担の軽減、歴

史的に十分なサービスを受けていないコミュニティへの新しい支援の方法を模索するために

実施されるものである

• このプロジェクトでは、スマートサーモスタットや給湯器などのさまざまなエネルギー効率化

対策や接続機器、PGEの高度配電システムおよびDER管理システムを活用することを目

的としている

• このプロジェクトチームは、これまでのテストベッドでの成功を通じて、柔軟な負荷プログラム

への高い参加率と認知度、そしてコミュニティの強い関与と導入を期待しています

出所）DOE “Meet DOE’s Newest Connected Communities of Grid-interactive Efficient Buildings” https://www.energy.gov/eere/buildings/articles/meet-

does-newest-connected-communities-grid-interactive-efficient-buildings (2022年8月23日時点)
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DOEのGEBの実証プロジェクトの例

建物はビル以外にも、新規・既存問わず集合住宅や一戸建て住宅も対象となっている。

また、効率化・需要の柔軟化に加えて、利用者の快適性向上も目的とする実証が多い。

建築物におけるDRの動向｜米国GEB｜事例

プロジェクト名 特徴 概要

SunPower Corp. 

of San Jose, 

California

• 需要の柔軟性：200-700 kW

• 節電量：38-57%の削減

• 建設予定地：Menifee, California

• カリフォルニア州サンノゼのSunPower Corp.は、230戸以上を含む2つの新しい住宅地を

開発する

• このプロジェクトチームは、DOEのゼロ・エネルギー・レディ・ホームズ基準を満たす最先端の

新築住宅を備えた2つのテストベッドを開発する予定である

• それぞれのオール電化住宅では、太陽光発電システムと家庭用エネルギー管理システム

を導入するが、この2つのコミュニティでは、地域の電力会社にグリッドサービスを提供しな

がら、コミュニティレベルと住宅レベルのエネルギー貯蔵電池の利点を比較する

PacifiCorp doing 

business as Rocky 

Mountain Power 

of Salt Lake City, 

Utah

• 需要の柔軟性：8MW以上

• 節電量：従来のビルから30%の削減

• 建設予定地：Herriman, Salt Lake 

City, and North Logan, Utah

• PacifiCorpは、電力会社管理のDER制御プログラムを実施し、さまざまな種類の建物と

柔軟な負荷を統合してグリッドサービスの最適化と建物のエネルギー効率改善を図る

• このチームは、郊外の大規模な集合住宅、ダウンタウンにある小売店とアパートの複合施

設、大学の研究所とマイクログリッドを備えたオフィスビル、大量輸送機関の交通セン

ター、製造ビル、住宅など、多様だが代表的な建物を抽出した

• これらの建物は、稼働中のもの、現在建設中のもの、チームが設計に影響を与えることが

できるものなど、さまざまな開発段階にある

• これらの建物はオール電化で、効率的なヒートポンプベースのHVAC（セントラルとミニスプ

リットの両方）と家庭用温水、適応性のある建物外壁、一般的な建物の基準値と比

較して最低30％のエネルギー効率を達成する高度な照明などの高度なエネルギー効率

化技術を採用する予定である

出所）DOE “Meet DOE’s Newest Connected Communities of Grid-interactive Efficient Buildings” https://www.energy.gov/eere/buildings/articles/meet-

does-newest-connected-communities-grid-interactive-efficient-buildings (2022年8月23日時点)
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他にもGEBの事例として、ネイバーフッドプロジェクトや連邦政府施設が紹介されている

建築物におけるDRの動向｜米国GEB｜事例

◼ GEBの事例として、スマートネイバーフッドが紹介されている

⚫ スマートネイバーフッドでは、高性能住宅、エネルギー効率の高いシステムおよび家電製品、接続機器、マイクログリッドが、南東部で初めて地域全体の規模で統合されている。62

戸の住宅があり、太陽光パネル、蓄電池、バックアップ用天然ガス発電機を備えた最先端のマイクログリッド技術によって、地域のエネルギー需要を支えている

◼ また、米国一般調達庁（GSA）は連邦施設におけるGEB戦略・技術の実証や導入方法の検討を行っており、GEBを部分的に導入した連邦政府施設の

ケーススタディの報告書を公開した

出所）DOE “Grid-interactive Efficient Buildings” 2019年4月,

GSA “Grid-Interactive Efficient Building Case Studies In the Federal Portfolio” 2021年3月

スマートネイバーフッドの事例 GSAによるGEBに関する連邦政府施設のケーススタディ
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SRIは、建物のスマート化対応度を評価するためのEU共通のスキーム

建築物におけるDRの動向｜欧州SRI｜SRIの概要

◼ SRI（Smart Readiness Indicator）は、「居住者のニーズへの対応（健康、快適、幸福など）」と、「エネルギー効

率の最適化」、「エネルギーグリッドとの相互作用対応」の観点で、建物のスマート化対応度を評価する

◼ 2040年までにEU全域でどのように実施されるかにもよるが、SRIは毎年最大で次のような削減効果が期待されている

⚫ 一次エネルギー消費量が160TWh、CO2排出量が23Mt、消費者のエネルギーコストが125億ユーロ、エネルギーシステムのコスト

が14億ユーロ節約される

⚫ さらに、年間65億ユーロに相当する健康と福祉の恩恵をもたらし、7万6千の雇用を創出するのに役立つ可能性がある

出所）EC “Smart Readiness Indicator (SRI) Training slide deck” 2022年1月、

EC “Smart Readiness Indicator (SRI) Factsheet” 2022年3月 より作成

年 主な動向

2018
• 建築物のエネルギー性能指令（EPBD：European Energy 

Performance of Buildings Directiveの2018年改訂版で、SRI

がオプションスキームとして導入

2020

• Commission Delegated Act：SRIの定義と計算方法を規定

• Commission Implementing Act：効果的な実施のための技

術的手法を規定

2021 • SRIの試験と実施のための技術支援を行うSRI支援チームの設置

2022

• 自発的な国によるテストフェーズの開始

• テストフェーズの参加可否やSRIの実施有無は、EU加盟国の

判断に委ねられ、テストフェーズにはフランスやフィンランド、チェコ

等の６か国が参加

SRIに関する主な動向SRIフレームワークのイメージ
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SRIでは、２種類の評価メソッドが用意されており、簡易メソッドでは自己評価が可能

建築物におけるDRの動向｜欧州SRI｜SRIの概要

項目 簡易メソッド 詳細メソッド

サービス

カタログ
簡易なサービスカタログ 完全で詳細なサービスカタログ

対象
一般的に既存の住宅や

小規模の非住宅用

（複雑性が低い）

一般的に新しい建物や非住

宅用（複雑性が高い）

評価

方法
チェックリスト方式 現場での検査

評価

時間
１時間以内 １日以内

評価者 自己評価可能
施設管理者の支援を受けて、

専門家の関与が必要

SRIの評価方法の比較 暖房の評価イメージ

出所）EC “Smart Readiness Indicator (SRI) Training slide deck” 2022年1月、

EC “Smart Readiness Indicator (SRI) Factsheet” 2022年3月 より作成
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【参考】 ある家庭需要家のSRIスコアの評価イメージ

建築物におけるDRの動向｜欧州SRI｜SRIの概要

◼例えば次のような需要家の場合、下図表の結果となる

⚫ エネルギープロフィール

• EPCクラスB

• 4イン1ヒートポンプで管理された暖房、冷房、換気、

家庭用温水

• 主に換気を通じた暖房

• 必要に応じて電気床暖房システム

• PVソーラーパネルシステムとリチウムイオン電池

⚫ 特色

• エネルギーコミュニティのためのパイロットプロジェクト

• EPC RECASTプロジェクトでエネルギー監視を実施中

出所）EC “Smart Readiness Indicator (SRI) Training session for LIFE and HORIZON projects” 2023年1月 より作成

推奨事項 ▶
SRIスコアの

変化

• ゲートウェイを備えた軽量なソフ

トウェアとハードウェアのソリュー

ションの導入

• 単一ビルディングオペレーティン

グシステムの導入

• センサーの設置とデータ分析

▶
40%

⇒57%

• DSOの関与とマイクログリッドの

構築
▶

57%

⇒70%

ある家庭需要家のSRIスコアの評価結果 評価結果を踏まえた推奨事項とSRIスコアの変化
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次世代の分散型電力システムに関する検討会は以下の通り設置された

検討会運営

出所）資源エネルギー庁 「第1回 次世代の分散型電力システムに関する検討会 資料4」 2022年11月7日

次世代の分散型電力システムに関する検討会の設置
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次世代の分散型電力システムに関する検討会では、以下の検討テーマが設定された

検討会運営

出所）資源エネルギー庁 「第1回 次世代の分散型電力システムに関する検討会 資料4」 2022年11月7日

次世代の分散型電力システムに関する検討会での検討テーマ
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次世代の分散型電力システムに関する検討会を以下の通り開催した

検討会運営

次世代の分散型電力システムに関する検討会開催状況

開催日時 主な議題

第6回

(2023/3/8)

• 需給調整市場における分散型リソースの更なる活用等について

• 配電分野における分散型エネルギーリソースの活用について

• 次世代の分散型電力システムに関する検討会中間とりまとめ（案）










